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連結の範囲

品 田 正 （東京情報大学）

Ｉ は じ め に

平成１１年度の全国大会にて（日本杜会関連会計学会・開催／明星大学・高幡不動 ・大 会委 員

長木下照嶽先生＝１１月１９日、２０目）
「連結の範 囲」 に関して研 究発 表の機会をいただき感 謝しま

す。 またコメ ンテータの菊谷先生
にはスムースな発表の進行 上有用 な御助 言をいただきました

ことをここ に御礼申し上 げます。 連結本格化の時代 にどう連 結範囲が拡大したのか、 それは十

分なのか、 実質的支配力基準の導入で どん
な判断がくわ わる のか、 それは欠点はないのか

こ の 点 に 主 た る 関 心 を も ち、 本 報 告 を 決 意 い
た し ま し た。

皿 連結の従来の範囲と新範囲

連結決算 は親会杜と子会杜 を連結し、 グルー
プカ の全 体像 を的確に株主に伝 えることを目的

と して制度化され２４年がたつが （連結財務諸表規則制 定が１９７６年１０月３０日、 大蔵省令第２８号）

本年 （１９９９年） ３月３０日 に大蔵省令第２２号と して最 終改正がおこなわれ た

連結の範囲は従来 は、 形式的に子会 杜の株式 を５０％をこ
えて保有しているかどうかにより判

断 す る こ と と な っ て い た が、 財 務 諸 表 規 則 （１９６３年１１月２７日 大 蔵 省
令 第５９号、 最 終 改 正１９９９年

５月１９日、 大蔵省令第５８号） の８条の３ によれ
ば
、 実質的に意思

決定機関を支配している会杜

であれ ば、 かな らず しも５０％ を超 えた株式 を所 有しなく ても連結上の親子
会杜関係にあるとみ

なされるよう になっ た。 他の会杜の意思決 定機 関を支配している
会杜にあてはまると判断され

れ ば 親 子 関 係 に あ る 両 杜 は 連 桔 さ れ る こ と に な る。 そ の 判 断 基 準 と し て は、 依 然、 ５０％ を こ え

る所有 があ れば文句 なく親子会杜 である ことはいう までもないが、それ に加 えて、４０％以上５０％

以下の所有 であっても、 つ ぎの５つの条件 のどれかをみ
たしていれば連結すべき関係にあると

み なさ れる。 つまり、１１）議決権 を用いる 際、 当 人およ
びそれに等しい関係にあり同じ投票内容

になると思われる者、 および投票内容 に同意している者を合わせて過半数に
議決権がなる事実

が あること、１２〕会杜の取締役会 に過半数の役員 を派 遣していること（３〕
会杜の重要な財務などの

方針の決定 を支配する契約が存在 する こと、（４）資金 調達額の過半数の融資
がおこなわれている

こと １５〕意思決定機関 を支配ていること が推測 できるなんらかの事実の存在があること の

どれかが満たさ れて いれ ば連結対象の子会 杜と みなされる。
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これは従前のものより（１）連結の範囲が広くなったこと、 ②連結 を実質的な支配の存在の有無

によって実態に近い判断基準をもちいたこと に長所がある しか し （１） ４０％をこえてい

ないと考慮に入れられる余地がないことを理由 に意図的 に４０％未満にすれ ば連結は除外可能で

あること、（２）事実連結会杜であったものを改正できびしくなると経営成績が悪いことが明白に

なるのを避けて、 連 結比率をさげて連結をしなくてすむようにしてしまう動きが無視できない

会杜数の減 少をとも なっ て商杜などで！，０００杜
が５００杜へのいう規模で発生していること、（３〕持

ち株比 率にかかわ らず株 式所 有している会杜の名 称、 経営成績、 持ち株割 合を全会杜について

おこなう注 による開示が あれ ば、 どう いう 比率のものがどれくらいあっ て、 どれほど連結ま で

は し な く て も、 経 営 成 績 に 影 響 を あ た え て い る の か、 株 主 が 知 る こ と が で き る の に、 そ の 分 の

開示が不十分であること なと に 連結の範囲 がひろまっ た 連結の基準が実質的 支配力

基 準 に な っ た と い っ て、 い ち が い に 慶 べ な い 点 が あ る。 し か し、 以 前 よ り は 開 示 充 実 に な っ た

こ と は 事 実 で あ る。 あ と、１４）番 目 の 欠 点 と し て、
「議 決 を 用 い る 上 で の 親 し い 関 係 に あ る か ら 投

票がおなじになる」 ひとがどの案件に対して どの人と どの人が同意しそうなのかわかるのだろ

う か？ま た、 そ れは、 いつも ほんとうにまったく意思決定投票が右へならえになるとわかるの

だろう か？案件 によって こと なる こともあるのではないか？４０％をこえてこの理由で連結した

会杜があるのだろうか？ あっても それが根 拠で連結したことを示したのだろうか？またどの人

と どの人が親密で４０％以上５０％以下 だが支 配があると判 定したのか、 その人の氏名 を公 表した

のだろうか？しないなら、 恣意的な判 定の余地 をつくっ てしまっ たといわれても仕方 がないの

ではないか？ なとのあいまいさへの疑問が生 じてしまう。そういう困難 につきあたっ たケー

スを聞いた方、 それをどう解決したかのケース をお持ちの方 は是非小生の ほうへお聞かせ願い

た い と 思 う 次 第 で あ る。

皿 持分法連結 （一行連結） 対象 の関 連会社 の従来 の範囲と新範 囲

関連会杜の従来の定義 は、 一 律に形式的に２０％以上の株式の保有があればそれは関連会杜と

み な さ れ る こ と に な っ て い た。

し か し１９９９年 ５ 月 １９日、 大 蔵 省 令 第５８号 の ５ お よ び ６ に よ る と、 会 杜 の 営 業 ・ 事 業 の 方 針 決

定上の重要な影響を与えられる子会杜以外の 会杜として、 従来からある 「議決権 の２０％以 上、

５０％ 以 下 の 会 杜 株 式 を 有 し て い る こ と」 に 加 え て、 つ ぎ の 影 響 力 基 準 が あ ら た に 追 加 さ れ た。

す な わ ち、
「議 決 権 の１５％ 以 上２０％ 未 満 の 所 有 で あ る こ と に く わ え て、次 の 条 件 の ひ と つ で も 満

たすもの」 は関連 会杜とみなすというものである。 そこで いう条件と は、１１）代表取締役等 を派

遣 しているこ と、（２腫 要な融資がおこなわれていること、（３腫 要な技術供与がおこなわれてい

るこ と、１４腫 要な営業上等 の取 引の存在があること、１５）財務上の方針決定に重要な影響カを及

ほすと推測できる事実の存在 の ５つであり これらのうちひとつでも満たされれは関連会



連 結 の 範 囲 ７３

杜として連結損益に影響 をあたえることになった。

この改正による利点は（１〕形式的なものにこだわらず実質的 に影響カ があ れば関連 会杜にふく

めようとする姿勢はわかる、（２）株主への開示情報としての連結情報がより実態 をあ らわ すこ と

になる の諸点があろう。 しかし 欠点としては／１）５％関連会杜の範囲が広がってその中 に

だけ条 件をみたすものをさがして連結を 「拡充」 してもどれくらいの割合で関連会杜定義杜数

がふえるの だろうか？（２）持ち株比 率が新基準の規定より低くて、 諸条件を満たす会杜があった

場合 （重要な技術供与がおこなわれているな ど）、 関連会杜 に入れないわ けだが、 それでいいの

だろう か？持ち株 による判定の しばり をなく すことはできないだろうか？そうしないと連結は

ずしは可能である状況 を克服できないのではないか？Ｏ％であれば関連 はないが。
「子会杜は１０％

くらい広 げれて、 関連会杜は５％くらい広 げれば、
「連 結形式化 による連結はずしの害」 との批

判 は か わ せ る の で は な い か と の 安 易 な 議 論 で、 で た１０％ ・ ５ ％ の
「拡 充」 で あ れ ば、 そ れ は、

よく考えて もう１０％ もう５％弛める。 という ｒ再改正」 にすすんでも よいわけで 要

は保有比率は基準外に設定すれば連結はず しは容易で、そうすれ ば、開示さ れず、ブラ ックホ ー

ル 的 な 部 分 が 会 杜 に 残 せ る 可 能 性 が あ る と す れ ば、 黒 字 倒 産 ・ 巨 額 債 務 隠 蔽 ・ と ば し ・ と い っ

たことへのバブル期 の反 省からはじまった会計 ビックバ ンの完成とはいえないので はな いかと

いうことだ。 これを補うのが小生が当日会場で提案した、 持ち株のある会杜は比率 によ らず全

部 杜名 ・経 営成 績・ 持ち株比 率を開示する一覧表を開示に追加すれば株主はそれをみて安心す

る で あ ろ う と い う 点 で あ る。 （債 務 ・ 偶 発 債 務 も、 開 示 項 目 に 必 要 で あ ろ う）。

Ｉｖ 連結会社と非連結会社

連結をする際に連結すべき子会杜 を定めると 同時 に、 連結 しないでおく べき子会杜を定める

ことになる。 連結財務諸表規則 第２条の５で定める連結か ら除 かれる子会杜 には、 ２種類ある。

（１）は、 強制的に連結から除外される子会杜で、 支配 が一時的と みなさ れる 場合 や、 連結すると

かえって判断を誤らせることになる場合な どがこれ にあたる。１２）には、 任 意に除外 される場合

で、 重要性の原則 に照らしあわせて連結から除外される。

連 結財務諸表規則第５条の一と二に上記の規定がある。 さ らに、 同条の２ には、 任 意除外 の

こ と を、 以 下 の よ う に 説 明 し て い る。 す な わ ち、
「連 結 の 範 囲 に 含 め る べ き 子 会 杜 の う ち、 そ の

資産、 売 上高 からみて、 連 結の範囲から除いてもその企業集団の財政状態およ び経営成績 に関

する合理 的な判 断を妨 げない程度に重要性の乏しいものは、連結 の範 囲から除くことができる」

というもので ある。 こ れについては、 万一会杜側 の一方的な判断で重要性がないと連結 除外さ

れても、 それ を擁護する条項と して用 いられうる ことも考えると、 抜け穴的な規定ともいえ な

いこともなく、 窓意的連結 はず しの いいのがれ正 当化用 の条項として機能することもあるわ け

で、 できたら、 連結の範囲 を任意に外せる規 定は肖■」除した方が明瞭化にとっては進展となるの
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で は な い か と 考 え る。

連結 をする子会 杜は正常に営業 を継続していることを前提としており、 下記に該当する子会

杜 の 場 合 は、 注 記 を し て、 正 常 に 営 業 を 継 続 し て い な い こ と を 示 さ な い と い け な い。 す な わ ち、

（１）過半数の株式 を有 しながら、 会 杜更生法の規定による更正手続き開始の決定を受けた会杜、

商法の規定 による整理開 始の 決定 を受 けた会杜、 破 産法の規定による破産宣告を受けた会杜な

ど、 有効な支配従属関係がなく、 子会杜に該当しない会杜の注記を要請 しており、 （連結財務諸

表規則第５条２の二） 該当が あれ ば当該処理 をおこ なう。

Ｖ 連結の範囲が重要な理由

連結決算によって親会杜と子会杜、 それに関連会杜 を新 しく定 めた広 い範囲の定義 をもち い

た連結決算書が作成されると、 従来の連結決算書をもと におこなった 経営分析の値とことなっ

て く る。 ど っ ち が た だ し い グ ル ー プ 全 体 像 の 表 現 さ れ た も の か ？ と い う 疑 問 が 生 じ る。 ま
た こ

れは、 今後連結の範囲が再改訂されればその新しい物をもちいた分析値がただ しいということ

に な る。

連結の範囲をかえることはこのように影響がおおきい。 とくに最近では、 一株当たり利益が

会 計 の そ と （ア ナ リ ス ト の 手） に あ っ た も の が、 制 度 会 計 機 構 の 中 に と り こ ま れ て い く な ど、

単 に決 算の 結果 をトータ ルの数値で示すのではなく、 株価に企業業績が反映されうる資料であ

る べき だと する 考えが進展 した。 これは株 主本位の経営にきりかえていかないと外人投資家の

増大 にとも なう、 短期的 な利益配分 要請が投資家から強まっ た傾向に原因のひとつがある。 海

外 です でに国際基準化 した、 一株当 たり利益 が、 開 示要請されるようになり、 株主本位の経営

が も と め ら れ る よ う に な り、 貸 し 手 に よ る も ち あ い の 解 消 が す す み、 欧 米 化 が 進 展 す る と、 ま

すます、 連結された決算書で全体像 をみれるこ とを要請 する のみでなく、 連結された範囲がき

ちんと株主につつみかくさず示し、 損益の状況や資金調 達運用の 様子 を、 累積損益 もこれにく

わえて開示要請さ れていることを意味すると考える。
「損失のかかえている赤字・不良会杜は連

結範囲のそとにおいて（持ち株比 率を調節 して）、グループの損益に反映されないようにしよう」

と い う 考 え を も っ て も い け な い し、 そ れ が、 可 能 と な っ て も い け な い こ と は 白 明 の 理 で あ る が、

性悪説によれば、 よくみせようと悪い部分を可能な範囲でかくそうと する だろうと、 仮定し、

連結範囲をひろげてそれを未然にふせ ごうとしたのであれば、その努力 は改善とみとめられる。

要は、 範囲のひろげ方が、 株主の納得いく物なのかという点で、 この点は今後の意見の反映や

各界 の識 者の 指摘の採択状 況で、 さらに拡充されることになる可能性はあるといえる。

本節 での範囲選 定の 重要性の理 由を以上のべたが、 その背景には、 現象として
ビックバンが

必要 になるような、 バ ブル期の 不良債権 の巨額累 積や隠れ負債隠蔽による株主謀反などの異常

事態と突然の巨額倒産 による株 主の ひと り大損 でおわるケースが続発し、 株式市場・有価証券



連 結 の 範 囲 ７５

開示制 度・ 監査制 度をゆるがしたためであり、 今後 の再発防止
上、 必要だという国内的原因が

ま ず第」 にあげられる。 つぎに、 国際会計基準 の進展や 株主本位開示制度の必要性の認識のひ

ろまり による海外投 資家 率増加 にとも なう基盤の整備の 必要が生じたことに原因があるとおも

われる。 （日本的経営の特色の株式持ち合い解消、自 杜株 買い慣習の導入による株価・Ｍ＆Ａ防

衛手法の欧米なみの導入）。原因として市場が時価評価をもとめる風潮が２０００年前後に本格化 し、

連結範囲をきちんと選定 しないと誤差が従来よりも非常 にお おきく なってしまうことも、 第三

の 原 因 と し て 小 生 は 指 摘 し た い と 思 う。 こ れ ら の 認 識 が 高 ま っ た 結 果、 ま た、 こ れ ら の ３ つ の

原因が相互にはたらきかけた結果、 キャッシュフロー計算書の正式財 務諸表化 が２０００年３月 期

決算から導入されたものとおもわれる。 同計算書も、 株主本位の会杜情報 開示 要請にこたえる

一環で整備されたと考える理由は同書は 「意見としての当期純利益」 が優先 だっ た時代 の 「黒

字倒産」 発生への反省として、 貸借対照表 （＝ザイ ン＝存在するもの） の ほう が、 損益 計算 書

（＝ゾレン＝存在すべきもの） よりも信糧性が高いから、 貸借対照表 に準拠 した資金の動き を

も っ と 株 主 に よ く み え る よ う に し た も の と い え よ う。 つ ま り 同 書 は、 営 業 ・ 投 資 ・ 財 務 の ３ 区

分 における資金の変動を２期 分の貸借対照表の増減分析をして、 これによって、 当期の経営活

動 が財貨の変動 レベ ルで（＝こ れが いままで みえなかった）表現 されるようになっ たのである。

連 結の 範囲 は、 こう して制 度化さ れた第三 の決 算書である資金計算書にも、 数値上の影響はお

お きく、 従 来よりは恣意 的連結 はずしがしにくく なっ たとはいえ、 ひきつ
づき４０％基準の持ち

株比率 下限 引き 下げをふくめ た開示充実が 図られなければならないと思う。 実態が導入直後の

た め に つ か め な い が、 １０％ 拡 大 し た だ け で ど れ ほ ど 範 囲 が ふ え た の か、 そ れ を ど う 対 応 し た の

か （連結はずししたか、 範囲 に自然 にふくま れて いっ たの か）、 も う１０％広げたらどれく らいの

会 杜 が あ ら た に 連 結 さ れ る の か、 そ の 場 合 ど う 対 応 す る の か、 な ど を 考 え て、 検 証 す る と、 実

態に即した法制化がすす むことになろう。 また、 海外の潮流と して何
パーセ ントま でを連結の

範 囲 に し た の か、 そ れ は、 以 前 は ど れ ほ ど の 連 結 範 囲 か ら の 改 訂 だ っ た の か、 と い う こ と が 参

考にされて、 国際的にみて順当なのか判断することも必要で あろう。

ＶＩ 損 益を歪 めて はならない 一 を考える

本学会発表の時期に、 小生が昨年国際会計学会で
「時価評価」 につ いて報告させてい ただい

て か ら １ 年 が た ち、 当 時 よ う や く そ れ ま で
「未 実 現 利 益」 で あ っ て 「損 益 を 歪 め る」 こ と に な

るから計上してはならないとする「時価評価益」が、一転して実現利益とみなされるようになっ

た。 会 計 現 代 化 の５０年 の 中 で 一 大 価 値 変 化 で あ り、 会 計 教 育 ・ 仕 訳 教 育 上 も、 あ ら た に、 貸 方 ・

有価 証券評価益 （投資目的でない市場性のあるもの） が合法の処理となってしまった。 評価益

がいったん合法となると、 いままでの評価損 だけは任意または強制で計上可能であるとしてい

た こ と の 方 が 「損 益 を 歪 め て い る」 こ と だ っ た の か も し れ な い と 思 う よ う に な っ て く る。 「益 だ
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し」 行為 （評価益 を決算 前に販売 して買 い戻す形で、 評価益分を決算書におりこむこと） は目

常 化 し、 憤 習 化 し て い た と お も え ば、 （も ち ろ ん 合 法） ざ る 法 的 規 定 だ っ た と も い え る。 こ の よ

うな評価益 問題 が、 時価評価の進展 で、 ことさら益だししなくてもどうどうと計上できるよう

になったという変化 がも たらさ れた。 ただ投 資目的だっ たり、 市場性がなかっ たりすると有価

証券でも（米国もそう だが）評価 益を実現利益とみなさず、包 括利 益として別記し、株 主配当原 資

とみとめないことによって原価主義の保守 主義性 を引き継 いだ部 分も依然 目・米ではの こっ て

いること、 それらとの区分の明確性が客観的で あるとい える かどう かの疑 間があり、 恣 意性 の

余地があるのではないかとおもわれること、 そ れが 噸 益 を歪める」 こと にならないとも かぎ

ら な い こ と。。 等 は 考 え て 行 か な け れ ば な ら な い 点 で あ ろ う。継 続 性 を 理 由 な く た ち き っ て も
「損

益を歪める」 ことになるし、 外貨換算 を
「期末目 レー ト法」 にしないと （時価評価が反映され

な い か ら） 「損 益 を 歪 め る」 こ と に な る し、 連 結 し て も お か し く な い ほ ど 影 響 ・ 支 配 が あ る の に

連 結 を し な い と、
「損 益 を 歪 め る」 こ と に な る わ け で、 会 計 制 度 の あ ら ゆ る 項 目 で、

「損 益 を ゆ

が め て は な ら な い」 の で あ る か ら、 連 結 の 範 囲 も 透 明 性、 客 観 性、 明 瞭 性 を た か め る た め の 改

良 はつ づけられなければならないといえよう。

皿 何のための会計制度整備か 一 を考える

会 計 制 度 の 整 備 上、 短 期 的 に み る と、 あ ら た な 制 度 へ の 対 応 上、 ソ フ ト を 買 い 換 え た り、 計

算 を し な お し た り、 集 計 法 を か え た り、 対 応 に 追 わ れ て コ ス ト が か か り、 い ま ま で よ く み え て

い た 損 益 状 況 が 「こ ん な に 悪 い の か」 と が っ か り び っ く り し て し ま う こ と が あ る。 そ れ で も 対

応 す る の は、 短 期 的 に 国 際 標 準 が き び し く て も、 長 期 的 に 会 杜 が 存 続 し、
「よ い 会 杜 だ」 と 思 わ

れ る た め に は、 環 境 重 視 と い え ばｉｓｏ１４００１を 取 得 す べ く１０００万 円 も 投 下 し た り、 ホ ー ム ペ ー ジ で

きちんと決算書くらい公表しないくらいだと良い会杜とおもわれないという認識が広まると、

わ れ も わ れ も と ホ ー ム ペ ー ジ ヘ 掲 載 し た り、 そ れ に か か る コ ス ト は お お き い が、 将 来 投 資 で あ

る。 時 価 と 年 金 債 務 の 波 は、 西 欧 化 の 黒 船 の 波 と し て は、 お お き い ほ う だ。 時 価 で
ｒ歪 む」 従

来 の 基 準 に よ る 損 益 へ の 影 響 は、 大 き い。 （た だ 一 回 だ け の 莫 大 な 評 価 益 が、 ２００３年 か ら は 自 由

に計上されうる。） 子会杜数が多いと時価による影響は子会杜数分だけおおきくなるから、 子会

杜の範囲の選定が重要で ある。連結の範囲をはじめ整備がすすむのは長期的に はよいことだが、

景気の下降期に配当捻出・運転資金やりくり に苦慮 して いる さなかの 改訂は控 えた方が、 法人

税収の減収はばをくいとめられるから、導入年度は従来 どうりにして、
「不況 下企業特例 として

年金と時価は２－３年導入を猶予する」 な どの、 企業体力 に応 じた、 制度の適用 があっても い

いのではないかと小生は考える。 連結の新範囲にしたがうのもそういった企業側の対応欲が は

た ら く た め で あ り、
「こ ん な に き ち ん と し た 会 杜 で す」 と ｐ ｒ す る こ と に な る の だ。
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㎜ 会計制度整備の順番にお１ナる連結の新範囲制定の位置 づけについて

１９９９年３月期から連結の新範囲が定まり、連結
をおこなうときの子会杜の範囲はまえより１０％

比率面では広がり、 （関連会 杜は５％） 支 配内容の新規定では、 新基準がうちだされ、 （関連会

杜では重要な影 響） 連結 制度 が国際化 した。

連結制 度が国際化 する と、 （本格化すると） 連結 キャ ッシュフ ロー 計算 書の 意義 がたかま る。

連 結 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 計 算 書 の 作 成 を 義 務 づ け ら れ る の が ち ょ う ど １ 年 後 の、 決 算 目 の２０００年

３ 月 期 か ら 導 入 に な る。 連 結 中 間 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 計 算 書 も 順 に 整 備 さ れ て い く。 こ う し た、

連 結 本 格 化 に つ づ く 連 結 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 制 度 化 は、 順 と し て た だ し い。連 結 の 範 囲 が 実 質 的 ・

支配力基準反映であるから、 それにもとづいた （連結さ れて しかるべ き会 杜群 をあらた に制 定

したうえで） 当該グループカを表示するキャッ ノユフロ 計算書が開示されてゆくことで 株

主への真の報告へ一歩ちかづくのである。 これが逆にキャッシュフロー計算書が先に制定され

るとなると、 連結の範囲の事後的な拡大による混乱・誤解が生じる可能性がある。 そのふたつ

はよいのだが、 時価 評価の 導入 も、 年金 債務の積み立て不足解消策も必要がせまっており、 そ

れにとっ て、 連結 実質化がま ずもっ て２０００年を迎える直前に整備されたことは、 範囲内企業の

報 告 の 質 を た か め る う え で （税 効 果 ・ キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ 連 結 納 税 ・ 時 価 評 価 ・ 外 貨 換 算 ・ 金

融商品・包括利益計算書・環境報告書・付加価値 計算 書… …） 有用 な基本的整備 ができたとい

え 乱 ち ょ う ど 連 結 実 質 化 が は じ ま っ た１９９９年 ３ 月 期 か ら は、ｉｏｓｃｏ証 券 監 督 者 国 際 機 構 も 国 際

会計基準準拠で海外上場をみとめるなど、 国際会計基準が完成 にち かづ いたこともあって、 ひ

とつの基本的整備 のやまが超えた時期でもあった。

制 度会計が海外 とく らべて国際化 がすすまないのは、 所得計算上の損金・益金 区分に再計算

された納税制 度が依然 としてあることや、 費用 認識の当局側と企業側の認識の差で、 徴収が追

加さ れる などの不快 を未然 にさ ける ための粗利益 レベルでの簡易全般課税、 源泉者以外の源泉

並みの掌握による不平等の解消、 な どに会計 にま つわる未 解決点があるが、 非営利法人の貸借

対照表導入・損益計算書導入も本格化しており、 連結 実質支配基準導入は、 こうした時代的事

象 の 進 展 の プ ロ セ ス 中 に あ っ て、 実 現 し た も の で あ る。 投 資 家 だ け が い き な り あ る 日 お お ぞ ん

を し、 株 式 が 紙 同 然 に な っ て 呆 然 と し て し ま う の を、
「リ ス ク を し っ て の 投 資」 と し て 済 ま せ な

い部 分として、 １期 前の決算書の開示事項の不備があ げられる。 そう したことへ の反省 からこ

の時期 に整備 がすすんだと もいえる。
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